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Press Release 

2026 年 07 月 22 日 

日立エナジー 

 

日立エナジー、Eve Air Mobility と都市型エアモビリティの本格展開を支える電力インフラの整備

を加速 

 日立エナジーの系統連系・充電インフラに関する知見と、Eve Air Mobility の eVTOL(イーブイトール)機体開発に関す

る知見を組み合わせ、都市型エアモビリティのエコシステム構築を支援 

 eVTOL 運航向け充電インフラや航空機用バッテリーの再利用を含め、離着陸場(バーティポート)整備に向けて具体的

な施策を検討 

 

 
日立エナジー、Eve Air Mobilityと覚書(MoU)を締結 

日立エナジーは、航空機メーカーEmbraer(エンブラエル)が支援する電動垂直離着陸機(以下、eVTOL)メーカーである

Eve Air Mobility(以下、Eve)と、都市型エアモビリティ(Urban Air Mobility、以下 UAM)の本格展開を支える電力イン

フラの整備を進めるため、覚書(MoU)を締結しました。 

 

UAM の商用化が近づくなか、主な課題の一つは、バーティポートを電力系統に確実に接続し、高い電力需要を伴う

頻繁な運航に対応できる設備を整えることです。これには、安定的で十分な電力供給能力の確保、急速充電サイクル

の管理、eVTOL 運航に伴う新たな電力需要を既存のエネルギーシステムへ円滑に組み込むことが含まれます。 

 

本覚書により、両社はエネルギー分野と航空宇宙分野で培った専門知識を融合し、UAM の本格展開に必要なイン

フラ整備を加速します。Eve は eVTOL 機体と、アフターサービスを含むより広範な UAM ソリューション群の開発を進め、

日立エナジーは系統連系、パワーエレクトロニクス、充電インフラに関する知見と先進技術を提供することで、これらのシス

テムを需要に応じて拡大展開できるように支援します。 

本件はスイス・チューリッヒにおいて、 

7 月 17 日に発表しました。 
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本覚書に基づき、両社は、eVTOL 機体向けの電力供給能力や高出力充電を含む、バーティポート運用に必要な要

件を検討します。日立エナジーは、世界中で導入実績のある充電インフラ「Grid-eMotion®」を、eVTOL 運航に特有の

要件に合わせて応用します。同ソリューションにより、電力利用を最適化し、高い電力需要を伴う eVTOL 運航において

も、信頼性の高いエネルギー供給と安定した性能を実現します。 

 

また両社は、航空用途でのライフサイクルを終えた航空機用バッテリーをエネルギー貯蔵用途に転用する可能性を検討

し、エコシステム全体の持続可能性向上を図ります。さらに本合意は、都市型エアモビリティ・インフラのグローバル展開に

向け、共同での事業モデル構築と顧客対応での連携を推進するための枠組みとなります。 

 

Eve の最高経営責任者(CEO)ヨハン・ボルダイス氏は、「都市型エアモビリティのエコシステムを成功させるには、業界を

越えた連携が不可欠です。商用運航に向けた動きが進む中、充電インフラ、送電網との接続、バーティポートに必要な電

力を既存の電力ネットワークにどのように組み込むかを理解することが、ますます重要になっています。日立エナジーとの協

業は、安全で効率的、拡張性があり、経済的にも持続可能な eVTOL 運航に必要なインフラの実現に向けた当社の取

り組みを支えるものです。」と述べています。 

 

日立エナジーの系統・電力品質ソリューションおよびサービス部門責任者であるマルコ・ベラルディは、「日立エナジーは、

100 年以上にわたりイノベーションを重ね、電力システムの脱炭素化を進めながら、急増する電力需要に応えるという、今

日の重要なエネルギー課題に取り組んでいます。エネルギー転換は、一企業や一国だけで実現できるものではありません。

Eve との協業を通じて、都市型エアモビリティの脱炭素化をともに加速できることを大変うれしく思います。」と述べていま

す。 

 

Eve は、ニューヨーク証券取引所(NYSE: EVEX、EVEXW)、およびブラジルの証券取引所 B3(B3: EVEB31)に上場して

おり、eVTOL 機体を開発しています。認証取得および商用運航の開始は 2028 年を見込んでいます。Eve は、

Embraer が 56 年にわたり培ってきた航空宇宙分野の知見を背景に、世界中の顧客から約 2,700 機の eVTOL に関す

る購入意向書を受けています。これは、新たな都市交通モデルに対する高い需要を示しています。 

 

日立エナジーは、電化と送電網の近代化に対する需要の高まりに応えるため、大規模な投資を進めています。これに

は、研究開発、製造能力、エンジニアリング、戦略的協業の拡大に向けた 90 億米ドル超の投資が含まれます。 

 

本合意は、Eve の機体開発力と日立エナジーの系統連系に関する知見・技術を組み合わせ、クリーンで、連携性とレ

ジリエンスを備えた都市型モビリティの実現に向けた協業の基盤を築くものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3/3 

日立エナジーについて 

日立エナジーは、現在そして今後 25 年間のエネルギー需要に応えるべく、電力の時代を支え、次の未来を切り拓くグローバルリーダーです。日立グ

ループのエネルギー事業部門として、先進的かつミッションクリティカルな技術で、30 億人以上の人々の生活を支えています。当社は、100 年以上に

わたるイノベーションを通じて、エネルギー分野の喫緊の課題に取り組んでいます。それは、現在、そして次世代のために、豊富で安全、経済的かつ持

続可能な電力を確保するため、世界のエネルギーシステムの進化を推進することです。世界 140 カ国以上での豊富な導入実績を有し、電力、産

業、データセンター、交通の各産業分野のお客さまと長期的なパートナーシップを築いています。スイスに本社を置き、60 カ国で 56,000 人以上の従

業員を擁し、約 2 兆 4,000 億円の事業規模を有しています。 

 

日立エナジー関連リンク 

https://www.hitachienergy.com/jp/ja 

https://www.linkedin.com/company/hitachienergy 

https://x.com/HitachiEnergy 

 

日立製作所について 

日立は、IT、OT(制御・運用技術)、プロダクトを活用した社会イノベーション事業(SIB)を通じて、社会インフラをデジタルで革新し続けるグローバルリ

ーダーをめざし、環境・幸福・経済成長が調和するハーモナイズドソサエティの実現に貢献します。デジタルシステム&サービス、エナジー、モビリティ、コネ

クティブインダストリーズの 4 セクターに加え、新たな成長事業を創出する戦略 SIB ビジネスユニットの事業体制でグローバルに事業を展開し、

Lumada をコアとしてデータから価値を創出することで、お客さまと社会の課題を解決します。2025 年度(2026 年 3 月期)売上収益は 10 兆 5,867

億円、2026 年 3 月末時点で連結子会社は 606 社、全世界で約 29 万人の従業員を擁しています。詳しくは、www.hitachi.com/ja-jp/をご覧

ください。 
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